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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第15期
第２四半期
累計期間

第16期
第２四半期
累計期間

第15期

会計期間
自　平成28年10月１日
至　平成29年３月31日

自　平成29年10月１日
至　平成30年３月31日

自　平成28年10月１日
至　平成29年９月30日

売上高 (千円) 638,175 715,604 1,216,295

経常利益 (千円) 66,403 162,336 169,342

四半期（当期）純利益 (千円) 42,416 107,736 115,105

持分法を適用した場合の投資利益 (千円) － 1,583 32

資本金 (千円) 404,530 437,830 414,730

発行済株式総数 (株) 5,465,600 5,687,600 5,533,600

純資産額 (千円) 1,409,120 1,656,866 1,503,040

総資産額 (千円) 1,603,678 1,890,982 1,660,172

１株当たり四半期（当期）
純利益金額

(円) 7.76 19.31 20.97

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益金額

(円) 7.42 18.78 20.13

１株当たり配当額 (円) － － －

自己資本比率 (％) 87.9 87.6 90.5

営業活動によるキャッシュ・フロー (千円) △59,442 25,340 △44,092

投資活動によるキャッシュ・フロー (千円) △29,024 △27,885 △57,695

財務活動によるキャッシュ・フロー (千円) △46,333 35,509 △37,565

現金及び現金同等物の四半期末（期末)
残高

(千円) 727,559 755,970 723,006
 

　

回次
第15期
第２四半期
会計期間

第16期
第２四半期
会計期間

会計期間
自　平成29年１月１日
至　平成29年３月31日

自　平成30年１月１日
至　平成30年３月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 17.15 15.03
 

(注) １．当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第15期第２四半期累計期間の持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在していないため

記載しておりません。

４. １株当たり配当額については、無配のため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期累計期間において、当社が営む事業の内容に関する重要な変更はありません。また、主要な関係会社

についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定、又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

 

(1) 業績の状況

当第２四半期累計期間におけるわが国経済は、政府や日本銀行による経済・金融政策の効果もあり、企業収益や

雇用・所得環境の改善が続く中で、緩やかな回復となりましたが、主要国の政策と関連した海外経済の不確実性や

中国を始めとする新興国の経済動向等のリスクもあり、先行きは不透明な状況にありました。

情報サービス業界においては、政府が主導する働き方改革や、平成31年に予定されている消費税増税や軽減税率

制度への対応、さらにその翌年の東京オリンピック及びパラリンピックの開催といった社会的な要因によるITイン

フラ投資の加速が見込まれております。ITインフラの運用管理を自動化するソフトウエアへの投資も拡大してお

り、具体的には、仮想マシンのプロビジョニング自動化、ストレージ／ネットワーク構成管理の自動化、運用プロ

セスの統合と最適化、障害分析の自動化等に注目が集まっております。また、グローバル化への対応が、基幹業務

システムをクラウド等の新たな環境に移行する契機となっており、中長期的には、オンプレミス（自社運用）とパ

ブリッククラウドとのハイブリッド運用ニーズが高まると見込まれています。

当社は、こうした流れの中で大きな命題となる「ITコストの最適化」及び「IT運用管理の効率化」の実現を支援

するため、自社開発のネットワークシステム性能／情報監視ツール「System Answerシリーズ」の販売・サポート、

パートナー企業との連携強化を継続し事業を展開して参りました。また、今後急速な市場拡大が見込まれているブ

ロックチェーン及びIoTセキュリティといった成長分野における取り組みや、24時間365日有人監視サービス

「SAMS」等の顧客ニーズに合致したサービス提供を進めております。

当第２四半期累計期間において、ライセンスの販売については、引き続きパートナー企業との連携強化に努めま

した。昨年12月に受注しました新製品「System Answer G3」の新規大型案件と「System Answer G2」から「System

Answer G3」への切替案件が増加した他、情報通信業における追加大型案件の受注や、各分野における新規/更新案

件の着実な積み上げ等により、好調に推移いたしました。サービスの提供については、ライセンス販売の受注数増

加に伴い発生した構築・運用サポート需要への対応等により、堅調に推移いたしました。その結果、ライセンスの

販売については売上高495,423千円（前年同期比21.8％増）、サービスの提供については売上高109,895千円（前年

同期比4.9％増）となりました。また、その他物販については売上高110,285千円（前年同期比12.9％減）となりま

した。

以上の結果、当第２四半期累計期間の経営成績は、売上高715,604千円（前年同期比12.1％増）、営業利益

161,221千円（前年同期比91.6％増）、経常利益162,336千円（前年同期比144.5％増）、四半期純利益107,736千円

（前年同期比154.0％増）となりました。

 
(2) 財政状態の分析

（資産の部）

当第２四半期会計期間末における資産合計は、1,890,982千円（前事業年度末は1,660,172千円）となり、230,809

千円増加しました。この主な要因は、売掛金が155,471千円増加、現金及び預金が32,964千円増加したことによるも

のであります。
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（負債の部）

当第２四半期会計期間末における負債合計は、234,116千円（前事業年度末は157,131千円）となり、76,984千円

増加しました。この主な要因は、１年内返済予定の長期借入金が6,480千円減少、長期借入金が3,700千円減少した

一方で、未払法人税等が57,868千円増加、買掛金が41,567千円増加したことによるものであります。

 
（純資産の部）

当第２四半期会計期間末における純資産合計は、1,656,866千円（前事業年度末は1,503,040千円）となり、

153,825千円増加しました。この要因は、四半期純利益の計上に伴い利益剰余金が107,736千円増加、新株予約権の

行使に伴い資本金及び資本剰余金がそれぞれ23,100千円増加したことによるものであります。

 
(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）の残高は755,970千円（前事業年度

末は723,006千円）となり、32,964千円増加しました。

当第２四半期累計期間における各キャッシュ・フローの状況と、それらの要因は以下のとおりであります。

 
（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは25,340千円の収入(前年同期間は59,442千円の支出)となりました。この主

な要因は、売上債権の増加155,471千円、未払金の減少26,192千円によりそれぞれ資金が減少した一方で、税引前四

半期純利益161,389千円の計上、仕入債務の増加41,567千円によりそれぞれ資金が増加したことによるものでありま

す。

 
（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは27,885千円の支出(前年同期間は29,024千円の支出)となりました。この主

な要因は、外部購入及びソフトウエア開発に要した無形固定資産の取得による支出11,804千円、サーバ購入に関す

る有形固定資産の取得による支出9,371千円、保険積立金の積立による支出7,419千円によりそれぞれ資金が減少し

たことによるものであります。

 
（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは35,509千円の収入(前年同期間は46,333千円の支出)となりました。この主

な要因は、長期借入金の返済による支出10,180千円により資金が減少した一方で、新株予約権の行使に伴う株式の

発行による収入46,200千円があったことによリ資金が増加したものであります。

 
(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期累計期間において、新たに発生した事業上及び財務上の対処すべき課題はありません。

 
(5) 研究開発活動

当第２四半期累計期間における開発体制に重要な変更はありません。また、当第２四半期累計期間における研究

開発費は105千円であります。

 

EDINET提出書類

アイビーシー株式会社(E31754)

四半期報告書

 5/17



第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 20,000,000

計 20,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成30年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成30年５月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 5,687,600 5,687,600
東京証券取引所
（市場第一部）

完全議決権株式であり、
権利内容に何ら限定のな
い当社における標準とな
る株式であります。
また、単元株式数は100
株であります。

計 5,687,600 5,687,600 ― ―
 

(注) 提出日現在発行数には、平成30年５月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行さ

    れた株式数は、含まれておりません。

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成30年１月１日～
平成30年３月31日
（注）

146,000 5,687,600 21,900 437,830 21,900 404,330

 

（注）新株予約権の行使による増加であります。
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(6) 【大株主の状況】

  平成30年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(％)

加藤　裕之 東京都中央区 2,046,000 35.97

プラスフジ株式会社 東京都国立市中一丁目９番地の４ 500,000 8.79

ＣＨＡＳＥ 　ＭＡＮＨＡＴＴ
ＡＮ 　ＢＡＮＫ 　ＧＴＳ 　Ｃ
ＬＩＥＮＴＳ 　ＡＣＣＯＵＮ
Ｔ　ＥＳＣＲＯＷ
（常任代理人　株式会社みず
　ほ銀行決済営業部）

５ＴＨ　ＦＬＯＯＲ,ＴＲＩＮＩＴＹ　ＴＯ
ＷＥＲ　９,ＴＨＯＭＡＳ　ＭＯＲＥ　ＳＴ
ＲＥＥＴ 　ＬＯＮＤＯＮ, 　Ｅ１Ｗ 　１Ｙ
Ｔ,ＵＮＩＴＥＤ　ＫＩＮＧＤＯＭ
（東京都港区港南二丁目15番１号）

128,370 2.25

ＢＮＹ 　ＦＯＲ 　ＧＣＭ 　Ｃ
ＬＩＥＮＴ 　ＡＣＣＯＵＮＴ
Ｓ（Ｅ）ＢＤ
（常任代理人　株式会社三菱
　東京ＵＦＪ銀行）

ＴＡＵＮＵＳＡＮＬＡＧＥ　12, 60325　Ｆ
ＲＡＮＫＦＵＲＴ,ＡＭ　ＭＡＩＮ　ＧＥＲ
ＭＡＮＹ
（東京都千代田区丸の内二丁目７番１号）

111,174 1.95

岩井　靖 東京都府中市 110,000 1.93

ＢＮＹ 　ＧＣＭ 　ＣＬＩＥＮ
Ｔ 　ＡＣＣＯＵＮＴ 　ＪＰＲ
Ｄ 　ＡＣ 　ＩＳＧ（ＦＥ－Ａ
Ｃ）
（常任代理人　株式会社三菱
　東京ＵＦＪ銀行）

ＰＥＴＥＲＢＯＲＯＵＧＨ 　ＣＯＵＲＴ 　
133　ＦＬＥＥＴ　ＳＴＲＥＥＴ　ＬＯＮＤ
ＯＮ　ＥＣ４Ａ　２ＢＢ　ＵＮＩＴＥＤ　
ＫＩＮＧＤＯＭ
（東京都千代田区丸の内二丁目７番１号）

87,800 1.54

村上　彰 東京都世田谷区 65,300 1.14

髙木　弘幸 栃木県那須郡那須町 60,000 1.05

松井証券株式会社 東京都千代田区麹町一丁目４番地 58,600 1.03

佐々木　保典 東京都新宿区 52,300 0.91

計 ― 3,219,544 56.60
 

 

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   平成30年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

5,686,400
56,864

権利内容に何ら限定のない当社におけ
る標準となる株式であります。また、
単元株式数は100株であります。

単元未満株式
普通株式

1,200
― ―

発行済株式総数 5,687,600 ― ―

総株主の議決権 ― 56,864 ―
 

(注）「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式61株が含まれております。
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② 【自己株式等】

　　　　 該当事項はありません。

 

 
２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間（平成30年１月１日から平成30年

３月31日まで）及び第２四半期累計期間（平成29年10月１日から平成30年３月31日まで）に係る四半期財務諸表につ

いて、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について

「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第64号)第５条第２項により、

当社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目からみて、当企業集団の

財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいものとし

て、四半期連結財務諸表は作成しておりません。

　なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は以下のとおりであります。

　①　資産基準　　　　　　　　　                 1.27％

　②　売上高基準　　　　　　　　            　　 0.42％

　③　利益基準　　　　　　　　　        　　　△14.81％

　④　利益剰余金基準　　　　　　        　　　△ 5.71％
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成29年９月30日)
当第２四半期会計期間
(平成30年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 723,006 755,970

  売掛金 663,684 819,156

  たな卸資産 ※  4,585 ※  4,188

  その他 40,179 40,355

  流動資産合計 1,431,455 1,619,671

 固定資産   

  有形固定資産 46,540 53,019

  無形固定資産 14,405 21,820

  投資その他の資産 167,770 196,471

  固定資産合計 228,716 271,311

 資産合計 1,660,172 1,890,982

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 17,690 59,257

  1年内返済予定の長期借入金 13,880 7,400

  未払法人税等 2,873 60,741

  その他 91,137 78,917

  流動負債合計 125,581 206,316

 固定負債   

  長期借入金 31,500 27,800

  その他 50 ―

  固定負債合計 31,550 27,800

 負債合計 157,131 234,116

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 414,730 437,830

  資本剰余金 381,230 404,330

  利益剰余金 706,249 813,985

  自己株式 ― △86

  株主資本合計 1,502,209 1,656,059

 新株予約権 831 806

 純資産合計 1,503,040 1,656,866

負債純資産合計 1,660,172 1,890,982
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(2) 【四半期損益計算書】

【第２四半期累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期累計期間
(自 平成28年10月１日
　至 平成29年３月31日)

当第２四半期累計期間
(自 平成29年10月１日
　至 平成30年３月31日)

売上高 638,175 715,604

売上原価 145,716 157,088

売上総利益 492,459 558,515

販売費及び一般管理費 ※  408,331 ※  397,294

営業利益 84,127 161,221

営業外収益   

 受取手数料 1,031 1,226

 その他 53 255

 営業外収益合計 1,085 1,481

営業外費用   

 支払利息 285 141

 上場関連費用 18,502 ―

 株式交付費 ― 224

 その他 22 ―

 営業外費用合計 18,810 366

経常利益 66,403 162,336

特別利益   

 新株予約権戻入益 ― 24

 特別利益合計 ― 24

特別損失   

 固定資産除却損 0 ―

 関係会社株式評価損 2,203 972

 特別損失合計 2,203 972

税引前四半期純利益 64,199 161,389

法人税等 21,783 53,653

四半期純利益 42,416 107,736
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(3) 【四半期キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前第２四半期累計期間
(自 平成28年10月１日
　至 平成29年３月31日)

当第２四半期累計期間
(自 平成29年10月１日
　至 平成30年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税引前四半期純利益 64,199 161,389

 減価償却費 6,685 8,212

 支払利息 285 141

 固定資産除却損 0 ―

 関係会社株式評価損 2,203 972

 株式交付費 ― 224

 上場関連費用 18,502 ―

 売上債権の増減額（△は増加） △51,376 △155,471

 たな卸資産の増減額（△は増加） 3,349 △532

 仕入債務の増減額（△は減少） △14,855 41,567

 前受金の増減額（△は減少） 6,251 2,906

 前払金の増減額（△は増加） 274 △1,794

 未払金の増減額（△は減少） △19,348 △26,192

 未払消費税等の増減額（△は減少） △9,597 13,073

 
未払法人税等（外形標準課税）の増減額
（△は減少）

736 4,749

 その他 △5,613 △31,534

 小計 1,695 17,710

 利息の支払額 △266 △141

 法人税等の還付額 ― 8,305

 法人税等の支払額 △60,871 △534

 営業活動によるキャッシュ・フロー △59,442 25,340

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △16,624 △9,371

 無形固定資産の取得による支出 △6,097 △11,804

 敷金及び保証金の回収による収入 364 ―

 保険積立金の積立による支出 △6,738 △7,419

 保険積立金の解約による収入 71 710

 投資活動によるキャッシュ・フロー △29,024 △27,885

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 長期借入金の返済による支出 △27,497 △10,180

 株式の発行による収入 ― 46,200

 上場関連費用の支出 △18,502 ―

 その他 △334 △510

 財務活動によるキャッシュ・フロー △46,333 35,509

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △134,800 32,964

現金及び現金同等物の期首残高 862,360 723,006

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  727,559 ※  755,970
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【注記事項】

(四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

 

 
当第２四半期累計期間

（自　平成29年10月１日　至　平成30年３月31日）

税金費用の計算

税金費用については、当第２四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純利益に対す

る税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効

税率を乗じて計算しております。
 

 

(四半期貸借対照表関係)

※　たな卸資産の内訳

 
前事業年度

(平成29年９月30日)
当第２四半期会計期間
(平成30年３月31日)

原材料 4,003千円 4,104千円

仕掛品 518千円 47千円

貯蔵品 63千円 36千円
 

 

(四半期損益計算書関係)

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 
前第２四半期累計期間
(自　平成28年10月１日
至　平成29年３月31日)

当第２四半期累計期間
(自　平成29年10月１日
至　平成30年３月31日)

給与手当 134,352千円 145,113千円
 

 

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおり

であります。

 
前第２四半期累計期間
(自　平成28年10月１日
至　平成29年３月31日)

当第２四半期累計期間
(自　平成29年10月１日
至　平成30年３月31日)

現金及び預金 727,559千円 755,970千円

現金及び現金同等物 727,559千円 755,970千円
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第２四半期累計期間（自　平成28年10月１日　 至　平成29年３月31日）

　当社は、ネットワークシステム監視関連事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

当第２四半期累計期間（自　平成29年10月１日　 至　平成30年３月31日）

　当社は、ネットワークシステム監視関連事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

(持分法損益等)

 
前事業年度

(平成29年９月30日)
当第２四半期会計期間
(平成30年３月31日)

関連会社に対する投資の金額 16,250千円 16,250千円

持分法を適用した場合の投資の金額 16,282千円 17,866千円

   

 
前第２四半期累計期間
(自 平成28年10月１日
 至 平成29年３月31日)

当第２四半期累計期間
(自 平成29年10月１日
　至 平成30年３月31日)

 

持分法を適用した場合の投資利益の金額　　 ―  1,583千円
 

 

 

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の

基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第２四半期累計期間
(自　平成28年10月１日
至　平成29年３月31日)

当第２四半期累計期間
(自　平成29年10月１日
至　平成30年３月31日)

（１）１株当たり四半期純利益金額 ７円76銭  19円31銭

（算定上の基礎）   

　四半期純利益金額（千円） 42,416 107,736

　普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

　普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 42,416 107,736

　普通株式の期中平均株式数（株） 5,465,600 5,578,104

（２）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ７円42銭 18円78銭

（算定上の基礎）   

　四半期純利益調整額（千円） ― ―

　普通株式増加数（株） 254,252 159,873

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前
事業年度末から重要な変動があったものの概要

― ―
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(重要な後発事象)

 ○子会社の増資引受

　　　 当社は、平成30年３月27日開催の取締役会において、当社の子会社であるiBeed株式会社が実施する第三者

　　 割当増資の引受を決議し、平成30年４月18日に払込を完了しました。

 

　　　 １．増資の目的

　　　　 　iBeed株式会社は、InsurTech（保険（インシュアランス）とIT（テクノロジー）の融合を意味する

　　　　 造語）、ブロックチェーンおよびIoT分野に関するソフトウェア・サービス事業を展開しております。

　　　　 　この度、同社が現在進めている保険証券管理プロダクトおよびブロックチェーンプラットフォーム

　　　　 開発・運用のための人材採用費用、人件費、ソフトウェア開発費を主な資金使途として、第三者割当

　　　　 増資を行うものであります。

　　　　

　　　 ２．子会社の概要

　　　　　 (1)会社名　　　　　　　　    ： iBeed株式会社

　　　　  (2)代表者名　　　　　　　    ： 加藤　裕之

　　　　  (3)所在地　　　　　　　　    ： 東京都中央区新川一丁目８番８号

　　　　 　(4)設立年月日　　　　　    　： 平成28年４月１日

　　　　 　(5)事業内容　　　　　　　    ： InsurTech、ブロックチェーンおよびIoT分野に関する

　　　　　　　　 　　　　　　　　　 　    ソフトウェア・サービス事業

　　　　 　(6)増資前の資本金　　 　    ： 27,475千円

　　　　 　(7)増資前の当社出資比率　    ： 92.7％

 

　　 　３．増資引受の概要

　　　　 　(1)増資額　　　　　　　　    ： 50,470千円　

　　　　 　(2)増資後の資本金　　 　　　 ： 52,710千円

　　　　 　(3)(1)の増資額の内、当社引受額： 37,870千円

　　　　 　(4)払込日　　　　      　　　： 平成30年４月18日

　　　　 　(5)増資後の当社出資比率      ： 85.7％

 
 
２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成30年５月11日

アイビーシー株式会社

取締役会  御中

 

有限責任 あずさ監査法人
 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   貝   塚   真   聡   印

 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   川   村   英   紀   印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているアイビーシー株

式会社の平成29年10月１日から平成30年９月30日までの第16期事業年度の第２四半期会計期間(平成30年１月１日から平

成30年３月31日まで)及び第２四半期累計期間(平成29年10月１日から平成30年３月31日まで)に係る四半期財務諸表、す

なわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを

行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、アイビーシー株式会社の平成30年３月31日現在の財政状態並びに同日を

もって終了する第２四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
　

 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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